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TACの教材・答練が

本試験で
簿 記 論

本試験問題 TAC予想問題
〔第一問〕
　問２ 　当社は１つの支店を有する株式会社であり、支店独立会計制

度を採用している。次の【資料１】～【資料４】に基づいて、
設問⑴～⑸に答えなさい。なお会計期問は毎年４月１日に始ま
り３月31日に終了する１年間である。また、【資料１】及び【資
料２】の（　　　）に該当する金額は各自推定しなさい。ただ
し、資料から判明すること以外は考慮する必要はない。

　【資料１】本店の決算整理前残高試算表
残高試算表（本店）
 X8年３月31日　　　　（単位：千円）

借方 元
丁 勘定科目 貸方

239,670

（
　
　
　
　
　
　
　
省
　
　
　
　
　
　
　
略
　
　
　
　
　
　
　
）

現 金 預 金
118,440 受 取 手 形
135,360 売 掛 金

貸 倒 引 当 金 3,420
43,200 繰 越 商 品
25,830 貸 付 金
180,000 建 物

建物減価償却累計額 48,000
120,000 備 品

備品減価償却累計額 58,560
（　　　　　） 支 店

支 払 手 形 138,592
買 掛 金 276,530
借 入 金 80,305
繰 延 内 部 利 益 1,575
資 本 金 375,000
資 本 準 備 金 6,000
利 益 準 備 金 3,750
任 意 積 立 金 27,900
繰 越 利 益 剰 余 金 18,000
売 上 （ ①  ）
支 店 売 上 173,250
受 取 利 息 593

470,250 仕 入
23,040 営 業 費
945 支 払 利 息

（　　　　　） （　　　　　）

●全国公開模試〔第一問〕
　 　当社は本店と支店において商品売買業を営んでおり、支店独立会
計制度を採用している。当社の当期はx10年４月１日からx11年３
月31日であり、本店の決算整理前残高試算表は 【資料１】、支店の
会計処理は【資料２】、本店及び支店の決算整理事項等は【資料３】
である。これらの資料に基づいて、本支店合併精算表【資料４】の
①～⑪に記入される金額を示しなさい。

　 　なお、資料の（　　　）に該当する勘定科目及び金額は各自推定
しなさい。また、計算上、千円未満の端数が生じた場合には、千円
未満の端数を四捨五入すること。

　【資料１】本店の決箕整理前残高試算表

決算整理前残高試算表　　　　（単位：千円）
現 金 預 金
売 掛 金
商 品
貸 付 金
仮 払 金
建 物
備 品
土 地
支 店
当 期 仕 入
販 売 管 理 費

77,450
27,970
17,000
2,000
400

50,000
8,00

27,835
52,928
205,000
84,000

買 掛 金
貸 倒 引 当 金
減価償却累計額
繰延内部利益
資 本 金
利 益 準 備 金
繰越利益剰余金
売 上
支 店 売 上

20,500
520

※１　　11,880
※２　　　 457

120,000
5,600
991

340,000
52,635

552,583 552,583

　※１ 　減価償却累計額のうち、建物に係る金額は9,000千円である。
　※２ 　本店は支店へ商品を供給する際、仕入原価に対して毎期10%

の内部利益を付加している。なお、支店の商品は全て本店から
供給されたものである。
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　【資料２】支店の決算整理前残高試算表
残高試算表（支店）
 X8年３月31日　　　　（単位：千円）

借方 元
丁 勘定科目 貸方

46,215
（
　
　
　
　
　
省
　
　
　
　
　
略
　
　
　
　
　
）

現 金 預 金
62,100 受 取 手 形
170,100 売 掛 金

貸 倒 引 当 金 2,430
33,750 繰 越 商 品
135,000 建 物

建物減価償却累計額 49,500
45,000 備 品

備品減価償却累計額 9,000
支 払 手 形 38,845
買 掛 金 60,020
本 店 （　　　　　）
売 上 430,650

101,700 仕 入
（　　　　　） 売 上 仕 入

46,080 営 業 費
（　　　　　） （ ②  ）

　【資料３】未達事項等
　　① 　本店から支店に発送した商品7,920干円が、支店に未達であ

る。
　　② 　支店は本店の売掛金300 千円を回収したが、本店に未達であ

る。
　　③ 　本店が支払った営業費のうち、2,150千円は、支店が負担す

ることになったが、本店及び支店ともに未処理である。

　【資料４】決算整理事項
　　① 　期首商品棚卸
　　　 　支店期首商品棚卸高のうち、外部から仕入れたものは16,425

円であり、それ以外はすべて本店からの仕入分である。なお、
本店は、当期、支店に商品を発送するにあたって、前期と同じ
割合での利益を加算した価格によっている。

　　②　期末商品棚卸
　　　　　本　店
　　　　　帳簿棚卸高480個　実地棚卸高465個　単価110千円（原価）
　　　　　支　店
　　　　　帳簿棚卸高21,280千円
　　　　　うち外部からの仕入分　帳簿棚卸高145個　
　　　　　実地棚卸高138個　単価80千円（原価）
　　　　　うち本店からの仕入分（未達分を含む。）
　　　　　帳簿棚卸高150個　実地棚卸高150個
   　③ 　貸倒引当金は、受取手形と売掛金の期末残高合計に対して２

%を設定（差額補充法）する。
　　④ 　減価償却費の計上は、建物については定額法（残存価額はゼ

ロ　耐用年数30年） 、また備品については定率法（償却率
20%）、いずれも間接法による。

●実力完成答練　第１回〔第二問〕
　3 　Ｃ社（会計期間はx10年４月１日からx11年３月31日）は東京
に本店、大阪に支店を有しており、支店を独立の会計単位として
いる。下記の【資料】に基づき、合併財務諸表の①～⑤の金額を
求めなさい。

　【資料】
　　１　決算整理後残高試算表

（単位：千円）

借 方 勘 定 本店 支店 貸 方 勘 定 本店 支店
現 金 預 金 325,000 87,600 買 掛 金 135,000 23,500
売 掛 金 225,000 108,000 貸 倒 引 当 金 2,250 1,080
繰 越 商 品 225,700 92,500 未 払 費 用 300 －
前 払 費 用 － 200 繰 延内部利益 3,200 －
支 店 271,000 － 本 店 － 257,000
売 上 原 価 1,237,500 510,500 資 本 金 300,000 －
営 業 費 202,100 81,900 繰越利益剰余金 299,000 －
貸倒引当金繰入 950 880 売 上 1,500,000 600,000

支 店 売 上 247,500 －
合 計 2,487,250 881,580 合 計 2,487,250 881,580

　（注１）支店の繰越商品のうち外部仕入分は65,000千円である。
　（注２ ）本店・支店共に期末売掛金に対して１%の貸倒れを見積り、

差額補充法によって貸倒引当金を計上している。
　　２ 　本店は支店に対して商品を毎期仕入原価の10%増の価格で送

付している。
　　３　照合勘定
　　　 　Ｃ社では、本支店間取引に関しては、帳簿上、実際に到着又

は通知した日に処理を行うこととしているが、合併財務諸表を
作成する際には、照合勘定の不一致を解消することとしている。
なお、前期末において不一致はなかったが、当期末において次
の事項が原因で不一致となっていた。

　　　⑴ 　本店が支店に発送した商品16,500千円は支店にx11年４月
２日に到着した。

　　　⑵ 　支店は本店の売掛金6,000千円を回収したが、本店に通知
されたのがx11年４月１日であった。

　　　⑶ 　本店は支店の営業費3,000千円を支払ったが、支店に通知
されたのが、x11年４月１日であった。

　　　⑷ 　支店が本店に送金した500千円について、本店に入金され
たのはx11年４月１日であった。
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〔第二問〕
　問１ 　割賦販売を専業で営むＡ社は、X1年４月１日に営業を開始

し、X4年３月31日にX3年度の決算を迎えた。Ａ社は、回収基
準により収益を認識し、未実現利益控除法により会計処理を
行っている。

　　　 　次の【資科１】～【資科３】に基づいて、以下の設問⑴、⑵
及び⑶に答えなさい。なお、資料及び問題文から判明すること
以外は考慮する必要はない。

　【資料１】X1年度におけるＡ社の取引
　　 　X1年度におけるＡ社の販売高は1,020,000円、仕入高は856,000
円、 期末商品棚卸高は80,800円であった。なお、現金回収高は
612,000円であった。

　【資料２】X2年度におけるＡ社の取引
　　 　X2年度におけるＡ社の販売高は1,110,000円、仕入高は880,000
円、期末商品棚卸高は139,400円であった。なお、現金回収高は、
X1年度販売分は225,000円、X2年度販売分は610,500円であった。

　【資料３】X3年度におけるＡ社の取引
　　 　X3年度におけるＡ社の販売高は1,230,000円、仕入高は900,000
円、期末商品棚卸高は178,400円であった。なお、現金回収高は、
X1年度販売分は170,000円、X2年度販売分は375,000円、X3年度
販売分は762,000円であった。

　　 　また、X3年度末において、X2年度販売分のうち60,000円が回
収不能となったため商品を取り戻した。取り戻した商品の評価額
は20,000円で再販可能であるが、期末日現在未販売である。

　設問
　　⑴ 　X1年度におけるＡ社の販売高に対する利益率を、解答欄に

示しなさい。
　　⑵ 　X2年度末におけるＡ社の①繰延割賦売上利益控除の金額、

及び②繰延割賦売上利益の金額を、それぞれ解答欄に示しなさ
い。

　　⑶ 　X3年度末におけるＡ社の①割賦売掛金の金額、②繰延割賦
売上利益の金額、及び③当期純利益の金額を、それぞれ解答欄
に示しなさい。

●直前予想答練　第３回〔第二問〕
　【資料２】修正及び決算整理事項
　　１　現金及び当座預金に関する事項
　　　⑴ 　期末日に受け取ったＡ株式の配当金額収証500千円の記帳

漏れがある。
　　　⑵ 　期中に売掛金の回収として当社振出小切手1,600千円を受

け取った際、現金として処理していたことが判明したため、
決算整理で修正を行う。

　　２　保証債務に関する事項
　　　 　買掛金の支払のために裏書譲渡した手形1,300千円が、期日

に決済された旨の通知を受けた。
　　　 　当社は裏書譲渡をした際に保証債務を計上しており、決済の

通知を受けたときに保証債務の取り崩しを行うこととしている
が、取り崩しに関して未処理であることが判明した。

　　３　売掛金に関する事項
　　　　 　決算日において当期中に回収不能と判断して貸倒処理した

Ｘ社に対する売掛金700千円（前期分400千円、当期分300千円）
を状況の変化に伴い、回収可能な債権と判断し直した。なお、
当社では前期分の売掛金の貸倒処理の際に、貸倒引当金を取
り崩して処理している。

　　４　割賦販売に関する事項
　　　 　当社は前期より割賦販売を開始しており、割賦売掛金の増減

明細は以下のとおりである。
期首残高 当期発生額 当期回収高 回収不能高 期末残高

前期分 24,000千円 － 12,000千円 1,000千円 11,000千円
当期分 － 129,580千円 44,000千円 － 85,580千円

　　　⑴　割賦売上収益の計上は、回収基準によっている。
　　　⑵　前期の割賦販売原価率は60%である。
　　　⑶ 　当期の割賦販売価格は一般販売価格の10%増（当期の一般

販売原価率は55%）である。
　　　⑷ 　割賦売掛金の回収不能に伴い、商品（評価額は280千円）

を取り戻した。なお、貸倒処理は期中において適正に行われ
ている。
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〔第二問〕
　問２ 　Ｂ社は、X4年４月１日に、【資料１】のような発行条件の転

換社債型新株予約権付社債を発行した。同日、Ｃ社は、Ｂ社の
将来の成長を見込んだ中長期的な保有を目的として、当該転換
社債型新株予約権付社債を全口購入した。当該転換社債型新株
予約権付社債については、発行側は区分法により、取得側は一
括法により処理する。また、社債金額と社債の払込金額との差
額は金利調整額であり、償却原価法（定額法）により処理され
る。Ｂ社及びＣ社とも、決算日は年１回３月末日である。

　　　 　ここで、上記転換社債型新株予約権付社債に関連する次の【資
料１】～ 【資料３】に基づいて、以下の設問⑴、⑵及び⑶に答
えなさい。なお、千円未満の端数が生じる場合は、その都度四
捨五入すること。また、税効果会計については考慮しない。

　【資料１】転換社債型新株予約権付社債の発行条件
　　１　社債金額： 120,000 円
　　２ 　払込金額： 120,000千円（社債の払込金額は額面100円につき

92.4円、新株予約権の払込金額は１個につき7.6円）
　　３　付与割合：社債１口につき１個の新株予約権を発行
　　４　実効利子率：２%
　　５　クーポン利子率： 利息は付さない
　　６　新株予約権の権利行使に伴う払込方法：代用払込
　　７　償還日： X8年３月31日

　【資料２】新株予約権の権利行使
　　 　X7年３月31日、新株予約権70%分の権利行使諸求があり、Ｂ
社は新株を発行した。なお、資本金に組入れる金額は、会社法規
定の最低限度額とした。また、これ以降、滴期依遠に至るまで新
株予約権の権利行使請求はなかった。

　【資料３】Ｂ社発行の転換社偵型新株予約権付社債１口当たりの時価
（単位：円）

X5年３月31日 X6年３月31日 X7年３月31日
102 104 103

　設問
　　⑴ 　【資料２】に関連して、X7年３月31日、Ｂ社側において代用

払込を受けた社債金額を、解答欄に示しなさい。
　　⑵ 　Ｂ社側において、【資料２】の新株予約権の権利行使請求に

つき、①X7年３月31日における資本金の増加金額、及び②同
日期末日においてＢ社側貸借対照表に計上される社債の金額
を、それぞれ解答欄に示しなさい。また、同じくＢ社側におい
て、③X8年３月31日における新株予約権戻入益の金額を、解
答欄に示しなさい。

●実力完成答練　第４回〔第三問〕
　９　新株予約権付社債に関する事項
　　⑴ 　X9年４月１日に下記の転換社債型新株予約権付社債を発行

した。
　　　①　社俵金額： 50,000千円
　　　② 　払込金額： 50,000千円（社俵の対価: 43,100千円、新株予約

権の対価： 6,900千円）
　　　③　償還日： X14年３月31日
　　　④　実効利子率：年３%
　　　⑤　クーポン利息： 年〇％
　　　⑥　権利行使期間： x9年４月１日からX14年３月31日
　　　⑦　権利行使に伴う払込方法：代用払込
　　　⑧　資本金組入額： 会社法規定の最低限度
　　　⑨ 　社債の対価部分と社債金額との差額は金利の調整と認めら

れるため、利息法に基づいた償却原価法を行うものとする。
　　⑵ 　X10年12月31日に社債金額15,000千円に関して、権利行使を

受け新株を交付したが、未処理となっている。
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〔第二問〕
　問３ 　Ｄ社は、X29年４月１日にＥ社を事業譲受により取得し、Ｅ

社の超過収益力にあたるのれんを4,500千円計上した。Ｄ社は、
のれんについて、発生年度より５年で定額法により償却してい
る。なお、Ｄ社の当期の会計期間は、X30年４月１日からX31
年３月31日である。

　　　 　ここで、上記のれんに関連する次の【資料１】に基づいて、
以下の設問⑴、⑵及び⑶に答えなさい。なお、資料及び問題文
から判明すること以外は考慮する必要はない。

　【資料】
　　１　Ｄ社が事業譲受により取得したＥ社の事業は、内部管理上独
立した業績報告が行われている甲事業と乙事業から成り立っていた。
なお、のれんが当初認識された時点において、甲事業の時価は15,300
千円、乙事業の時価は10,200千円であった。
　　２ 　Ｄ社は、事業譲受により生じたのれんについて、被合併会社

における事業別の時価に基づき、当該時価に基づく按分比率は、
当期まで変化しないものとする。また、被合併会社における事
業区分、及び当該事業区分ごとの事業内容については、当期末
まで変更はなかった。

　　３ 　当期末において、甲事業について減損の兆候があるため、減
損会計を適用することとした。

　　　 　なお、減損損失の測定は、のれんを含むより大きな単位で行
うこととする。

　　４ 　甲事業は、資産グループＡ、資産グループＢ及び資産グルー
プＣの３つのグループから成り立っている。

　　５ 　当期末の甲事業における資産グループＡ、資産グループＢ及
び資産グループＣの帳博価額は、それぞれ5,400千円、5,290千
円及び1,550千円である。

　　６ 　当期末の甲事業における資産グループＡ、資産グループＢ及
び資産グループＣには、それぞれ減損の兆候があり、また当期
末における割引前将来キャッシュ・フローは、それぞれ5,312
千円、5,265千円及び1,950千円である。

　　７ 　当期末の甲事業における資産グループＡ、資産グループＢ及
び資産グループＣの時価は、それぞれ3,940千円、4,318千円及
び1,600千円であり、処分費用見込額は、それぞれ340千円、
218千円及び110千円である。

　　８ 　当期末の甲事業における資産グループＡ、資産グループＢ及
び資産グループＣの使用価値は、それぞれ3,060千円、4,120千
円及び1,650千円である。

　設問
　　⑴ 　上記【資料】に関連して、当期末における、①資産グループ

Ａ、②資産グループＢ及び③資産グループＣごとの減損損失の
金額を、それぞれ回答欄に示しなさい。なお、減損損失がない
場合には、解答欄に「－」と記載すること。

　　⑵ 　上記【資料】に関連して、当期末における甲事業全体として
の、のれんを含むより大きな単位における減損損失の金額を、
解答欄に示しなさい。

　　⑶ 　当期末において、Ｄ社の貸借対照表に計上されるのれんの金
額を、解答欄に示しなさい。

●実力完成答練　第６回〔第二問〕
　問４ 　当社に関する下記の資料に基づいて、決算整理後残高試算表

の①～③の金額を求めなさい。なお、解答に当たって千円未満
の端数が生じる場合は、四捨五入すること。

　　【資料１】
　　　 　当社は、資産グループＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つの資産グループ

（それぞれキャッシュ・フローを生み出す最小単位と判断され
る。）からなる事業Ｘを営んでおり、当該事業にはのれんが帰
属している。当期になって市場環境が急激に悪化し、４つの資
産グループ及びのれんを含むより大きな単位に減損の兆候が見
られた。

　　　 　なお、減損会計を適応する場合の減損損失の測定は各資産グ
ループごとに行い、その後、のれんを含むより大きな単位で行
うこと。

　　【資料２】
　　　１ 　のれんを含むより大きな単位での割引前将来キャッシュ・

フローは、各資産グループの割引前将来キャッシュ・フロー
の合計額に等しい

　　　２ 　事業Ｘに属する資産グループのより大きな単位での回収可
能価額は、各資産グループの回収可能価額の合計であり、個々
の資産グループの回収可能価額については把握可能であっ
た。

　　　３ 　のれんに配分された減損損失がその帳簿価額を超過する場
合、当該超過額は回収可能価額を下回らないように、各資産
グループの帳簿価額と回収可能価額との差額の比率に基づい
て再配分する。ただし、回収可能価額が帳簿価額を超過して
いる資産グループには減損損失は配分しない。

　　【資料３】
（単位：千円）

資産
グループＡ

資産
グループＢ

資産
グループＣ

資産
グループＤ のれん

帳 簿 価 額 174,000 64,000 140,000 96,000 8,800
減 損 の 兆 候 あり あり なし あり
割引前将来キャッ
シ ュ・ フ ロ ー 泫 66,000 142,000 99,000

回 収 可 能 価 額 泫 53,200 155,800 76,800

　　泫【資料４】を参照のこと。

　【資料４】
　　１ 　資産グループＡの期末時点での使用による割引前将来キャッ

シュ・フローは、以下のとおりである。
（単位：千円）

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後
キャッシュ・フロー 20,000 20,000 18,000 17,000 16,000

　　２ 　経済的残存使用年数は５年であり、５年経過後の正味売却価
額は17,600千円である。

　　３ 　使用価値の計算で用いる割引率は５%とする。なお、使用価
値の計算の過程で千円未欄の端数が生じる場合は、その年ごと
の計算額を四捨五入して計算すること。

　　４ 　資産グループＡの期末時点の時価は96,000千円である。なお、
処分費用として時価の５%を見込んでいる。

　【資料５】
　　 　各賓産グループ及びのれんの減損処理後の帳簿価額は次のとお
りである。

（単位：千円）
資産

グループＡ
資産

グループＢ
資産

グループＣ
資産

グループＤ のれん

帳簿価額 ① ② ③
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〔第三問〕
　９ 　甲社は、2018年５月に予定している輸入取引に伴って必要とな
る米ドル建て決済30万ドルについて、為替変動リスクを軽減する
ために以下の様なヘッジ取引を行っている。

　　⑴ 　20万ドルについての為替変動リスクを軽減するために、当期
３月中にドル買の為替予約を締結した。その内訳は、106円／
ドルで10万ドル、108円／ドルで10万ドルであったが、為替予
約の処理が未処理となっている。決算日の直物為替レートは
110円／ドル、先物為替レ一トは108円／ドルであった。この為
替予約は、実行される可能性が極めて高く、金融商品会計基準
のヘッジの要件を満たしているものとする。なお、繰延ヘッジ
損益には税効果会計を適用する。

●実力完成答練　第５回〔第二問〕
　問４ 　予定取引（繰延ヘッジ）
　　　　解答要求： 各時点における①～③に入る金額又は勘定科目を

答えなさい。なお、法定実効税率は、40%で一定
である。

　【資料１】 前提条件
　　１　x1年２月10日
　　　 　x1年５月10日に商品10,000ドルを仕入れる予定の取引に係る

為替リスクを回避するために、x1年５月10日に決済される同
額のドル買いの為替予約を100円／ドルの予約レートで締結し
た。

　　２　x1年３月31日
　　　　 決算を迎えた。x1年５月10日に決済されるドル買いの為替

予約のレートは、102 円／ドルであり、直物レートは98円／
ドルである。

　【資料２】（単位：円）
　　x1年2月10日 仕訳なし

　　x1年3月31日 （借）為替予約 （　　　） （貸）繰延ヘッジ損益 ①
   　　繰延税金負債 （　　　）

　　x1年5月10日 （借）仕入 1,050,000 （貸）現金 1,050,000
 （借）為替予約 （　　　） （貸）繰延ヘッジ損益 ②
   　　繰延税金負債 （　　　）
 （借）現金 （　　　） （貸）為替予約 （　　　）
 （借）繰延ヘッジ損益 （　　　） （貸） ③  （　　　）
 　　繰延税金負債 （　　　）　
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〔第三問〕
　【資料２】決算整理事項等
　　１．現　金
　　　⑴ 　決算整理にあたって、2018年３月31日の営業終了時点に金

庫を実査したところ、以下のものが保管されていた。
　　　　　通貨 1,480,000円
　　　　　他人振出小切手 250,000円
　　　　　自己振出小切手 297,000円
　　　　　仮払依頼書 100,000円
　　　　　収入印紙・切手 87,000円
　　　 　収入印紙・切手に関しては、購入時に「その他営業費用」と

して処理しており、決算整理にいて未使用のものを「貯蔵品」
勘定に振り替えている。

　　⑵ 　期末帳簿現金残高と実際現金残高の差異を分析したところ、
以下のような事実が判明した。

　　　① 　2018年３月１日に営業担当者に３月分出張旅費100,000円
を仮払処理したが、その現金精算に係る会計処理がまだ行わ
れていない。なお、2018年３月31日に従業貝から提出された
旅費精算書によれば、期末日までに旅費交通費108,000円（税
込み）が発生している（「その他営業費用」として処理）。

　　　② 　2018年３月20日に売掛金回収のための得意先振り出し小切
手250,000円を現斤として処理したが、その小切手の振出日
が2018年４月５日になっていた。

　　　③ 　期末帳薄現金残高と実際現金残高の差異調整後、なお原因
不明の差異が存在する場合は、現金過不足分を「その他営業
外費用」または「その他営業外収益」に振り替えるものとす
る。

　　２．当座預金
　　　 　Ｘ銀行の当座預金について、甲社における当座預金の銀行帳

の期末残高は3,380,000円であり、Ｘ銀行における甲社の当座預
金の期末残高は3,991,000円であった。決算において両者の不一
致の原因を調査したところ、以下のような事実が判明した。

　　　⑴ 　甲社は2018年１月10日に売掛金2,000,000円をファクタリン
グ会社に侑遠詰求権なし（ノンリコース）の条件で譲渡した
が、譲渡時に売掛金全額が入金したものとして誤って会計処
理していた。なお、ファクタリング会社に支払う買い取り手
数料（「その他営業外費用」として処理）は、譲渡した売掛
金の回収期日にかかわらず売掛金残高に対して５%に設定さ
れている。

　　　⑵ 　2018年３月２日にＡ商品100個の購入対価として169,000円
（税込み）を小切手で支払ったが、金額を誤って196,000円（税
込み）で会計処埋していた（Ａ商品の商品有高帳にも誤って
記録した）。

　　　⑶ 　2018年３月30日に買掛金支払いのため297,000円の小切手
を振り出したが、期末日現在金庫で保管していた。

　　　⑷ 　2018年３月22日に消耗品購入（「その他営業費用」として
処理）のため小切手96,000円を振り出したが、銀行側で
69,000円と記帳されていた。

　　　⑸ 　2018年３月28日にＸ銀行に取立依頼をしていた約束手形
750 ,000円がすでに取立済であったが、甲社に未通知であっ
た。

　　　⑹ 　2018年３月31日に得意先振り出しの小切手390,000円を銀
行に預け入れたが、いまだ取り立てられていない。

●直前予想答練　第１回〔第三問〕
　【資料３】決算資料
　　１　現金に関する事項
　　　⑴ 　現金の帳簿残高と実際有高との間に乖離が生じているため

修正を行う。なお、原因が不明なものについては雑損失に振
り替えるものとする。

　　　⑵　決算日の金庫には以下のものが保管されていた。
内　　　容 金　　　額

紙幣及び硬貨 690,000円
当社振出の小切手（注１） 1,095,000円
Ｓ社社債の利札（注２） （　　　）円
未使用の収入印紙（注３） 32,000円
得意先Ｄ社振出の小切手 600,000円
得意先Ｈ社振出の小切手 700,000円

　　　（注１）下記２⑵①参照
　　　（注２）下記５⑵参照
　　　（注３）購入時に営業費に計上している。

　　２ 　金庫の内容物を確認したところ、以下のものが保管されてい
た。

　　　⑴　Ｍ社社債及びＮ社社債のクーポン
　　　　 　いずれも利払日は平成30年３月31日であるが、末処理であ

る。
　　　⑵　収入印紙
　　　　 　当期に購入した収入印紙12,500円が残っていた。甲社では

購人時にその他営業費に計上しており、決算整理前残高試算
表の貯蔵品のうち11,000円は前期末の未使用分を計上したも
のである。

　　　⑶　得意先Ｃ社振出小切手
　　　　 　売掛金500,000円の回収として３月25日に受取ったもので

あり、受取時に現金として処理したものであるが、振出日が
平成30年４月10日であった。

　　　⑶ 　得意先振出の小切手535,920円について、銀行に取立依頼
した際に記帳したが取立が完了していなかった。

　　　⑵ 　預金の帳簿残高のうち当座預金は142,201千円であり、期
末に銀行から取り寄せた当座預金残高証明書の金額は
125,927千円であった。帳簿残高と残高証明書の差異の原因
は以下のとおりである。

　　　　① 　Ｋ社に対する買掛金の支払いのために振り出した小切手
7,875千円が未取付であった。

　　　　② 　Ａ社振出の約束手形12,300千円（決済日：X22年４月５日） 
を銀行に取立依頼し、入金記帳していた。

　　　　③ 　期末日に現金15,000千円を預け入れたが、銀行の営業時
間外であったため、翌日の入金とされた。

　　　　④ 　Ｄ社からの掛代金1,840千円が当座預金口座に振り込ま
れていたが、銀行からの通知が未達であった。

　　　　⑤ 　３月分の企業年金掛金の自動引落額1,000千円が未記帳
であった。

　　　　⑥ 　割引した手形22,300千円について、割引料39千円が差し
引かれて入金されていたが、額面金額で入金記帳していた。

　　　　⑦ 　仕入先Ｌ社に対する買掛金の決済のため、小切手2,350
千円を振り出し記帳していたが、金庫の中に保管されてい
た。
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〔第三問〕
　７．投資有価証券
　　 　投資有価証券の内訳は次のとおりで、取得原価と期末時価は１
株（口）当たりの金額を示している。

　　 　それぞれの銘柄について、その保有目的を判断し、適切に会計
処理すること。

　　 　税効果会計の適用に当たっては、評価差額を評価差損と評価差
益に区分し、銘柄ごとに「（固定）繰延税金資産」又は「（固定）
繰延税金負債」を認識する。繰延税金資産の回収可能性に問題は
ない。なお、前期末の評価差額金については、期首での振戻しを
行っておらず決算整理前残高試算表に残っている。
銘柄 前　　期 期 期

備　考
取得原価 期末数 期末評価額 期末数 期末時価

Ｅ社株式 1,460 2,500株 4,250,000 0株 1,000 上場株式
Ｆ社株式 1,800 1,000株 500,000 900株 10,000 上場株式
Ｇ社社債 2,000 2,000口 2,500,000 2,000口 1,300 満期保有目的

　　⑴ 　Ｅ社株式は、前期に業務提携予定で株式を取得し、前期末の
時価評価差額については、全部純資産直入法で税効果会計を適
用した。しかし、今期中に業務提携交渉は決裂したため全株式
を１株当たり1,300円で売却し、売却代金は「仮受金」に計上
している。

　　⑵ 　Ｆ社株式は、業務提携により取得したものの過去に時価が取
得原価の50%以上下落し回復の可能性がないものと判断し減損
処理を行った非上場株式であった。しかし、今期中に株式上場
を果たしたため、100株については１株当たり15,000円で売却
し、売却代金は「仮受金」に計上している。業務提携は継続し
ている。

　　⑶ 　Ｇ社社債は、前期中に取得したものの、期末時価が著しく下
落し、回復するかどうかわからないため、前期末に時価まで評
価減を行った。決算整理前残高試算表の「（固定）繰延税金資産」
の内600,000円は、この評価損計上に伴うものである。まず、
法人税率変更に伴う処理を行った上で、当期末も期末時価を貸
借対照表価額に反映する処理を行う。

●実力完成答練　第５回〔第三問〕
　 ６　有価証券に関する事項
　　 　当期末までに保有していた株式及び債券は下記のみである。

銘柄名 取得価額

前期末 当期末

株（口）数
１株（口）当た
りの時価また
は実質価額

株（口）数
１株（口）当た
りの時価また
は実質価額

Ａ 社 株 式 9,650,000円 19,300株 592円 19,300株 607円
Ｂ 社 株 式 12,200,000円 16,900株 806円 16,900株 655円
Ｃ 社 株 式 11,453,000円 9,600株 596円 － －
Ｄ 社 株 式 3,636,000円 2,760株 922円 2,760株 1,155円
Ｅ社割引債 1,379,000円 － － 140口 9,900円
甲 社 株 式 33,000,000円 15,000株 2,100円 － 2,300円

　　⑴ 　Ａ社株式、Ｂ社株式及びＣ社株式は上場株式、Ｄ社株式は非
上場株式であり、その他有価証券に分類される。評価差額は、
全部純狡産直入法（税効果会計を適用する。）により処理する。

　　⑵ 　証券会社から以下の売買報告書を受け取っていたが未処理で
ある。なお、売却損益は支払手数料と相殺して計上する。

　　　　受　渡　日：平成30年４月４日
　　　　約　定　日：平成30年３月30日
　　　　銘　柄　名： Ｃ社株式
　　　　区　　　分：売
　　　　数　　　量： 9,600株
　　　　単　　　価： 710円
　　　　支払手数料： 56,805円
　　⑶ 　当期末にＤ社と株式交換を行い、Ｄ社を完全子会社とした。

Ｄ社の発行済株式数は27,600株であり、株式交換における交換
比率は甲社：Ｄ社＝１：0.5である。甲社は株式交換にあたり、
自己株式10,000株と新株を交付したが、会計処理は行っていな
かった。なお、増加する資本については全額その他資本剰余金
とする。

　　⑷ 　Ｅ社割引債は満期保有目的の債券であり、平成30年２月１日
に1,379,000円で取得した。債券金額は1,400,000円、満期日は平
成35年１月31日である。取得価額と債券金額（額面）との差額
は、すべて金利の調整部分（金利調整差額）とする。償却原価
の計算については、定額法により行っている。

〔第三問〕
　８．償与引当金
　　 　甲社は次の通り、7月12月に賞与を支給しており、賞与支給時
及び法定福利費支払時は「仮払金」処理している。また、決算に
おいてのみ当期の負担に属する賞与額及び法定福利費を「その他
人件費」勘定に計上している。賞与引当金の会計方針として支給
見込額基準を採用し、算定した賞与引当金に係る法定福利費の会
社負担額を賞与引当金額の14%として計算し、毎期、「貸与引当金」
に含めて計上している。

　　 　なお、賞与引当金及び賞与引当金に係る法定福利費の未払分に
は、税効果会計を適用し、「（流動）繰延税金資産」勘定で処理す
る。

支給見込額 支給対象期間 実際支給額

2017年７月賞与 6,000,000円 前年度12月から
当年度５月 6,200,000円

2017年12月賞与 － 前年度６月から
当年度11月 10,000,000円

2018年７月賞与 30,000,000円 当年度12月から
翌年度５月 －

●実力完成答練　第２回〔第三問〕
　10 　来期の賞与支給見込額は48,600,000円である。このうち、当期
に貴族する金額は当該金額の６分の４である。また、当該賞与引
当金に対する法定福利費の会社負担額は当該金額の10%として計
算し、賞与引当金に含めて計上する。
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　５．売掛金　
　　 　売掛金の期末残高について得意先に残高確認を実施したとこ
ろ、 甲社の得意先元帳残高1,756,000円に対し、丙社の回答金額は
2,429,920円であった。差異内容について調査したところ、次の事
実が判明したので必要な修正を行う。甲社は出荷基準により収益
認識しており、丙社は検収基準により仕入を認識し、買掛金計上
のため、検収後遅滞なく甲社に買掛金支払通知書を送付している。
なお、決鉢修正後の受取手形残高及び売掛金残高の合計額に対し
て、毎期２%の貸倒引当金を繰り入れている（差額補充法により
当期繰入額を「その他営業袈用」として処理している。）。税効果
は考慮しない。

項　目 金　額 備　考
営業担当者による誤った値引
き処理 162,000円（税込み）金額である。売上から直接控除処理した。
丙社側が仕入商品未検収 626,400円（税込み）金額
買掛金支払通知書の記載もれ 583,200円 　同　上
直送取引の計上もれ 583,200円 ４．商品⑴を参照

●実力完成答練　第１回〔第三問〕
　２ 　売掛金
　　 　売掛金について各得意先に残高確認をしたところ、以下の事実
が判明した。

　　⑴ 　得意先Ｃ社からの回答金額は8,510,400円（税込）であった。
差異の原因は、Ｃ社が期末日に返品した商品（500個）が当社
に到着していなかったため当社では処理を行っていなかったこ
とによるものである。

　　⑵ 　得意先Ｄ社からの回答金額は13,154,400円（税込）であった。
差異の原因は、当期末において検収未済の商品（400個）があっ
たことによるものである。なお、Ｄ社では、仕入計上について
検収基準を採用している。

　４．商品
　　 　甲社はＡ商品を販売しており、商品の評価方法は月次総平均法
である。決算整理前残高試算表の繰越商品は前期末残高である。
決算日にＡ商品の実地棚卸を実施したところ、期末実際在庫数量
は3,400個であった。期末帳簿在庫数量との差額分は棚卸減耗損
（「仕入」勘定で処理）として会計処理する。

　　 　Ａ商品の３月における商品有高帳から抜粋した受払記録は以下
のとおりである。

前月繰越 当月仕入 当月末
数量（個） 金額（円） 数量（個） 金額（円） 数量（個）

4,000 6,520,000 7,500 12,016,000 3,450

　　 　なお、以下の事項が未処理となっているので、適正に決算処理
すること。

　⑴ 　甲社はＡ裔品の一部について仕入先から得意先丙社への直送取
引を行っているが、2018年３月30日に出荷した商品500個（（税抜
き）単価1,594円） に係る仕入先からの出荷報告書が未入手であっ
た。当該直送商品の丙社への販売価額は１個あたり3,188円（税
抜き）である。なお、甲社は、在庫管理上、直送商品に関しても
Ａ商品有高帳にて受払記録を行っているが未処理であった。

　⑵ 　甲社は、2018年３月１日に乙社から仕入れたＡ商品600,000円
の代金を仕入日より２週間以内に支払ったことにより代金の２%
の割引を受けたが、仕入代金の割引分を「その他営業外収益」で
処理するのではなく、その全額を「仕入」勘定のマイナスとして
処理していた（Ａ商品有高帳も同様の処理）。

　⑶ 　Ａ商品は仕入のタイミングによって仕様が若千異なっているた
め、仕様ごとに商品コードを付けて個別管理している。甲社はＡ
商品のうち、市場における販売価格が下落し、収益性が低下した
商品コードに対応する商品の帳薄価額を期末に評価減している。
甲社の期末における在庫データによれば、当期末に評価減の対象
となるＡ商品のリストは次のとおりである。このリストにおける
期末単価は、各年度末において月次総平均法により算定された金
額であり、平均販売価格は数量あたりの金額である。また、見積
販売直接経費は当該平均販売価格の５% である。なお、前期末
に評価減された金額は185,000円であり、毎期洗替法により会計
処理しているが未処理である。
商品コード 期末単価（円） 数量（個） 平均販売価格（円）
BE05900 （　　　　　） 40 1,500
BE05810 （　　　　　） 100 1,200
CE02970 （　　　　　） 200 800

●実力完成答練　第１回〔第三問〕
　３ 　商品
　　⑴ 　甲社が販売する商品はＡ商品とＢ商品であり、このうちＢ商

品は当期から販売を始めた輸出用のものである。Ａ商品及びＢ
商品に係る仕入諸掛をその他の費用に計上していたことが判明
した。

　　　 　甲社の商品の評価方法は、年間総平均法である。甲社が売上
原価の算定に用いた資料は次のとおりである。

期首商品 当期仕入 期末商品
Ａ商品
Ｂ商品

2,800個
－
33,880,000円

－
31,850個
4,240個

395,780,000円
41,552,000円

3,100個
670個

　　⑵ 　収益性低下の評価について判定するための正味販売価額は、
３月の各商品の売上高と販売数量に基づいて算定した平均販売
単価から見積販売直接経費（月別平均販売単価の５%相当額と
する。）を差し引いた価額を用いること。

　　　 　甲社が、決算において使用する３月の販売状況は、次のとお
りである。

３月の販売数量 ３月の売上高
Ａ商品
Ｂ商品

1,800個
（　　　　　）

23,580,000円
（　　　　　　）

　　⑶　前期末において評価損は発生していない。


